[bookmark: _Toc416056783]十和田八幡平国立公園　休屋宿舎事業　公募要領（別添様式集）

	十和田八幡平国立公園　休屋宿舎事業
参加表明及び応募書類に関する様式集



１　書類作成に係る留意事項
1 様式集で提案・提示を求めている全ての事項に関して、明確かつ具体的に記述すること
2 造語、略語及び難解な専門用語には、初出の個所に定義を記述すること
3 作成枚数の指定があるものは、それに従うこと（指定がなければ枚数制限なし）
4 指定された以外の補足資料の添付は妨げないが、原則として審査の対象としない
5 使用する文字の大きさは、10ポイント以上（図表は除く）とする
6 各提出書類に用いる言語は日本語、通貨は円、単位は SI 単位とすること
7 1項目が複数ページにわたるときは右肩に番号を振ること　例）1/3、2/3、3/3
8 ファイル等に綴じる場合は表紙に書類名を明示し、項目毎にインデックスを付けること
9 企画提案書には、企業名、ロゴマーク等、作成者が特定できるものを記載しないこと

２　提出書類一覧
	提出書類
	様式番号・種類
	提出部数

	参加表明のための書類
	（１－１）参加表明書
（１－１別紙）暴力団排除に関する誓約書
（１－２）公募参加資格に係る誓約書
（１－３）参加企業一覧
（１－３別紙）会社概要資料一覧（指定資料を添付）
（１－４）役員の氏名、住所、生年月日等を記載した書類
（１－５）委任状
※１－３及び１－５は複数法人グループの場合のみ
	２部
（正・副）

	一次審査のための書類
	（２―１）参加事業者の財務状況書類一覧（指定資料を添付）
（２－２）宿泊事業の実績調書
（２－３）配置予定担当者の実績調書
	

	二次審査のための書類
	（３）企画提案書　提出様式
（３別紙）企画提案書一式
※事業に関する基本方針、事業資金・収支計画、提供サービス、地域とのつながり創出、サステナビリティに関する提案書類
	７部
CD-R２部





（様式１－１）
令和　　年　　月　　日

参加表明書

東北地方環境事務所長　殿


	

	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	印　

	


	※複数法人グループの場合は代表企業のみ記載




「十和田八幡平国立公園　休屋宿舎事業　公募要領」に基づき、別紙の暴力団排除に関する誓約事項及び下記ア～クの要件を満たすことについて誓約し、本公募に参加することを表明します。

（公募参加者の資格）
ア　予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。
イ　予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。
ウ　別紙において示す暴力団排除に関する誓約事項に誓約できる者であること。
[bookmark: _Hlk112336216]エ　審査委員会の委員が属する法人又は当該法人と資本面若しくは人事面等において一定の関連のある者でないこと。
[bookmark: _Hlk112336268]オ　上記エに定める者を本事業の企画提案に関連するアドバイザーに起用していないこと。
[bookmark: _Hlk112336299]カ　東北地方環境事務所の所属担当官と締結した契約に違反し、又は同担当官が実施した入札の選定事業者となりながら、正当な理由なくして契約を拒み、又は入札等東北地方環境事務所の業務に関し不正又は不誠実な行為をし、契約の相手方として不適当であると認められる者でないこと。
[bookmark: _Hlk112336319]キ　東北地方環境事務所から指名停止又は一般競争入札参加資格停止を受けている期間中に該当しない者であること。
ク　複数法人グループで参加する場合は、グループを構成するすべての事業者がア～キの要件を満たすこと。


（様式１－１【別紙】）
暴力団排除に関する誓約書

　当社（複数法人グループの場合にあっては、そのグループを構成するすべての法人）は、下記事項について、参加表明書の提出をもって誓約いたします。
　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
  また、官側の求めに応じ、当方の役員名簿（有価証券報告書に記載のもの（生年月日を含む。）。ただし、有価証券報告書を作成していない場合は、役職名、氏名及び生年月日の一覧表）及び登記簿謄本の写しを提出すること並びにこれらの提出書類から確認できる範囲での個人情報を警察に提供することについて同意します。

記

１．次のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。
（１）借地契約等の相手方として不適当な者
　　ア　法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき
　　イ　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき
　　ウ　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
　　エ　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき

（２）借地契約等の相手方として不適当な行為をする者
　　ア　暴力的な要求行為を行う者
　　イ　法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者
　　ウ　取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者
　　エ　偽計又は威力を用いて会計担当者等の業務を妨害する行為を行う者
　　オ　その他前各号に準ずる行為を行う者

２．暴力団関係業者を再委託又は当該事業に関して締結する全ての契約の相手方としません。

３．再受任者等（再受任者、共同事業実施協力者及び自己、再受任者又は共同事業実施協力者が当該契約に関して締結する全ての契約の相手方をいう。）が暴力団関係業者であることが判明したときは、当該契約を解除するため必要な措置を講じます。

４．暴力団員等による不当介入を受けた場合、又は再受任者等が暴力団員等による不当介入を受けたことを知った場合は、警察への通報及び捜査上必要な協力を行うとともに、環境省担当官等へ報告を行います。


（様式１－２）
令和　　年　　月　　日

公募参加資格に係る誓約書

東北地方環境事務所長　殿


	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	印　




「十和田八幡平国立公園　休屋宿舎事業　公募要領」の第３章２（２）「公募参加者の制限」に掲げる以下ア～オの要件をすべて満たすことを誓約します。

ア　経営不振の状態（会社の整理を始めたとき、会社の特別清算を開始したとき、破産の申立てがなされたとき、会社更生法（平成14年法律第154号）第17条第１項に基づき更生手続開始の申立てがなされたとき、民事再生法（平成11年法律第225号）第21条第１項に基づき再生手続開始の申立てがなされたとき及び手形又は小切手が不渡りになったとき。）でないこと。
イ　最近１年間の法人税、法人事業税、法人住民税、消費税及び地方消費税を滞納していないこと。
ウ　役員に次のいずれかに該当する者がいないこと。
（ア）成年後見人若しくは被保佐人又は外国の法令上これらと同様に取り扱われている者
（イ）破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者又は外国の法令上これと同様に取り扱われている者
（ウ）禁錮以上の刑（これに相当する外国の法令による刑を含みます。）に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して５年を経過しない者
（エ）営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人が上記のいずれかに該当する者
エ　宗教の教義を広め、儀式行事を行い、信者を教化育成すること又はこれらに類する行為を目的とする団体でないこと。
オ　複数法人グループで参加する場合は、そのグループを構成する全ての事業者がアからエまでの全ての要件を満たす者であること。また、そのグループを構成する全ての事業者が、他の公募参加者（グループ）に参加すること又は単独で公募に参加することはできない。


※複数法人グループの場合は、代表企業及び構成企業がそれぞれ提出すること

（様式１－３）
令和　　年　　月　　日

参加企業一覧（代表企業・構成企業）

	
特別目的会社設置の有無

	
設置済又は予定している　　・　　予定していない




■代表企業
	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	　　

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	電話
	

	
	メールアドレス
	



■構成企業１　※代表企業と異なる場合は必ず記載
	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	　

	本事業で担う役割
	

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	電話
	

	
	メールアドレス
	



※複数法人グループによる公募参加の場合のみ提出すること。
※構成企業とは、代表企業との資本関係の有無を問わず、本事業の実施（施設の所有・経営・管理運営等）の主体として予定している法人を全て記載すること。
※記入欄が不足する場合は、本様式に準じて適宜記入欄及び枚数を増やすこと。



（様式１－３別紙）

会社概要資料一覧


・下表の書類を各２部提出すること（複数法人グループは代表企業及び全構成企業の分）。
・添付した書類を確認の上で、応募者確認欄に☑印を付して提出すること。


	添付書類
	応募者
確認

	会社概要（業務履歴等が分かるもの）
	□

	商業登記簿謄本又は履歴事項全部証明書（令和８年５月以降に交付されたもの）
	□

	本社所在地の市区町村が発行する納税証明（※１）
【法人税、固定資産税等すべての市区町村税に滞納がないことの証明】
	□

	税務署が発行する納税証明書（※１）
【法人税及び消費税及び地方消費税に滞納がないことの証明（納税証明書その１又はその３）】
	□



※１：納期限未到来及び延納証明がある者を除き、原則として完納したことの証明書を添付すること。また、提出日から３か月以内に交付されたものを添付すること。




（様式１－４）
令和　　年　　月　　日

役員の氏名、住所、生年月日等を記載した書類

役員の氏名、読み仮名、生年月日、住所、役職、性別については、下記に記載するとおりです。

	役員

	団体名
	読み仮名
	役職
	性別
	住　所

	
	氏　名
	生年月日
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



※代表企業及び構成企業の役員について記載すること
※役員とは、商業登記簿謄本に記載されている取締役等である
※記載された個人情報については、応募者が暴力団排除措置対象に該当するか否かについて、管轄警察署長に対して照会するためのみに使用し、その他の目的には一切使用しない



（様式１－５）
令和　　年　　月　　日

委任状

東北地方環境事務所長　殿


	構成企業
	商号又は名称
	

	
	所在地
	

	
	代表者名
	印　　


※記入欄が不足する場合は、適宜記入欄を増やすこと。


私は、下記の企業を代表企業とし、「十和田八幡平国立公園　休屋宿舎事業」の公募参加に関し、次のとおり権限を委任します。

	受任者
（代表企業）
	商号又は名称
	

	
	所在地
	

	
	代表者名
	

	委任事項
	本公募への参加に係る手続き全般



※複数法人グループによる公募参加の場合のみ提出すること。
※同委任状は、構成企業ごとに複数枚で提出することも可能とする。その場合、構成企業の記入欄を、本様式に準じて適宜削除すること。


（様式２―１）

参加事業者の財務状況書類一覧


・下表書類を各２部提出すること（写し可。複数法人グループは代表企業及び全構成企業の分）
・添付した書類を確認の上で、応募者確認欄に☑印を付して提出すること。


	添付書類
	応募者
確認

	決算報告書（※１）（直近３年分）
	□

	減価償却費明細書（※１）（直近３年分）
	□

	連結決算の決算報告書（※１）
（直近3年分。ただし、連結対象がある場合）
	□

	事業年度分法人税の確定申告書（1頁目）（直近1年分）
	□

	課税期間分の消費税及び地方消費税の確定申告書（1頁目）（直近1年分）
	□


※１：貸借対照表、損益計算書を必ず含むこと。キャッシュフロー計算書を作成している場合は必ず含むこと。
有価証券報告書を作成している場合は、有価証券報告書の提出をもってこれに代えることができるものとする。

（様式２－２）
令和　　年　　月　　日

宿泊事業の実績調書

	事業主体
	

	事業名称
	

	事業実施期間
	

	事業敷地面積
	

	事業概要
	

	外観写真等
	











※複数事業者グループの場合、代表企業又は構成企業の実績について記載すること
※過去５年以上（令和７年度以前）の宿泊事業実績について記載すること
※事業実績が複数ある場合には、適宜記入欄及び枚数を増やすこと


（様式２－３）
令和　　年　　月　　日

配置予定担当者の実績調書

	配置予定担当者の氏名
	

	所属・役職
	

	生年月日
	

	保有資格等
	


	実務経験の実績
※宿泊事業と連携し、地域の文化・自然などを活かした体験商品の企画・提供を行った実績について記載すること
	従事期間
	業務概要
	担当内容

	
	○年～○年（○年間）
	
	

	表彰等
	




※「実務経験の実績」には、様式１－５で記載した宿泊事業における実績を記載すること
※本様式に準じて、適宜記入欄及び枚数を増やすこと




（様式３）

令和　　年　　月　　日


　東北地方環境事務所長　殿


住所
商号又は名称
代表者役職・氏名　　　　　　　　
※複数法人グループの場合は代表企業のみ



十和田八幡平国立公園　休屋宿舎事業に関する企画提案書の提出について


標記の件について、別添のとおり提出します。
また、「十和田八幡平国立公園　休屋宿舎事業　公募要領」に基づき、当該事業に関する企画提案を行います。本事業の実施者として選定された場合には、本公募要領及び関係法令を遵守するとともに、「十和田湖1000年会議」に参画して地域関係者への事業説明及び意見交換等を行いながら本事業を推進します。







	担当者連絡先
  部署名：
　責任者名：
担当者名：
  ＴＥＬ：
  E-mail：




（様式３【別紙】）
十和田八幡平国立公園　休屋宿舎事業に関する企画提案書

１　事業の基本方針に関する事項
（１―１）全体コンセプト
（作成注）内容が休屋・休平地区マスタープランに反していないこと。また、十和田湖の魅力・価値を活かした高付加価値な宿泊サービス、顧客ターゲット層、施設整備方針、環境及び地域への配慮・貢献などの観点（公募要領P13「③評価項目１「事業の基本方針に関する事項」の提案について」を参照）から、全体コンセプトが適切かつ効果的であること。
	





※Ａ４版２枚以内とする。

（１－２）施設整備の基本方針
（作成注）国立公園における建築制限（公募要領P3表中「宿泊施設に関する建築制限」参照）を満たす整備方針であること。また、事業敷地（事業施設の整備・運営範囲）について、対象事業用地の一部区域のみ又は周辺敷地等を含む提案の場合は、その範囲が明確であること及び既に別の敷地使用者が存在する場合は事業への協力が得られる見込みであること。
	





（※）Ａ４版２枚以内とする。
　※対象事業用地の一部又は周辺敷地を含めた区域での事業提案とする場合は、更にA４版２枚以内を追加し、その対象範囲を図面上で明示するとともに、当該区域での事業を提案する理由・狙いを記載すること。

（１－３）事業実施体制及びスケジュール
（作成注）本企画提案書に基づく事業の実施体制及び今後10年程度の事業スケジュールについて作成すること。実施体制は、参加表明時に提示した参加事業者及び実務担当者配置等と齟齬のないよう記載すること。
	




（※）任意様式。実施体制はA4版１枚程度、スケジュールはA3版１枚程度とする。


２　事業資金・収支計画に関する事項
（２－１）資金調達計画
（作成注）事業の継続性が見込まれる資金計画であること。

	商号又は名称
	



	事業費
	資金の調達内訳（単位：千円）

	
	自己資金
（SPC組成する場合は出資金）
	借入金
	その他
（　　　　　）
	合計

	
	
	
	
	

	上記借入金の
調達予定先①
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	調達予定額
	

	
	担当者（所属・役職）
	

	
	電話番号
	

	上記借入金の
調達予定先②
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	調達予定額
	

	
	担当者（所属・役職）
	

	
	電話番号
	

	上記その他の
調達予定先①
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	調達予定額
	

	
	担当者（所属・役職）
	

	
	電話番号
	



※代表企業及び構成企業それぞれの資金計画（SPCを組成する場合はSPCの資金計画）とし、本様式に準じて適宜記入欄及び枚数を増やすこと。
※調達予定先が多数ある場合には、適宜行を追加して記載すること。複数枚となることも可とする。
※自己資金については、預金残高証明等、自己資金残高を示すものを本様式に添付すること。
※借入金については、金融機関等からの関心表明又はそれに類する書類を得ている場合には、その写しを添付すること（提出できない場合は、理由等を示した書類等を求めることがある）。
※国は、調達予定先へ資金調達についての確認を行うことがある。
※国は、事業者に対して借地契約の締結に先立ち、資金調達の確実性を示す書類の提出を求めることがある。


（２－２）長期収支計画
（作成注）以下の項目において事業期間中の推移（変動を含む）を示す長期収支計画を作成すること。それぞれの項目が複数ある場合は小計欄を設け、分かりやすく示すこと。

	1 代表企業、構成企業、SPCのうち誰の立場での長期収支計画であるかを示す
2 経常収入（収入項目毎に示す）
3 経常支出（支出項目毎に示す）
4 減価償却（償却資産毎に示す）
5 借入金利（借入資金毎に示す）
6 当期損益（税引き前損益）
7 当期損益累計
8 金融機関等返済金
9 返済後キャッシュ


※代表企業、構成企業毎に収支計画を作成すること。SPCを組成する場合は、SPCの収支計画書を作成すること。


（２－３）収支計画の根拠
（作成注）様式（２－２）で示した長期収支計画の根拠として、以下に掲げる事項を中心に一覧表で記載すること。

	1 初期投資
（項目）保証金、測量・ボーリング等の調査費、設計料、提案施設整備費（面積（㎡）、施工単価（千円/㎡））、外構整備費（面積（㎡）、施工単価（千円/㎡）、什器・備品類　ほか

2 経常収入
（項目）提案施設等の収入（客室単価（円/㎡）、平均稼働率）、その他の収入（店舗等の賃貸収入等）

3 経常支出
（項目）施設維持管理費（修繕費、点検費等）、運営費（人件費等）、借地料、その他想定する経常支出（建物公租公課等）








３　宿泊利用者へ提供するサービスに関する事項
（３－１）体験アクティビティとの連携
（作成注）宿泊者に対して、地域の自然・文化体験アクティビティを紹介又は提供する内容の提案があること。
	





（※）Ａ４版１枚以内とする。

（３－２）複数泊・長期滞在を促すサービス
（作成注）地域の既存体験アクティビティ以外で、複数泊又は長期滞在を促す利用者へのサービスの提案があること。
	





（※）Ａ４版１枚以内とする。（３－１）の内容と一括で提案することも可。

（３－３）情報発信
（作成注）国立公園や地域（自然・文化・歴史等）の特徴・ルールやマナーについて、情報発信（インバウンド向け含む）の提案があること。
	





（※）Ａ４版１枚以内とする。





４　地域とのつながりに関する事項
（４－１）地域活動への連携や貢献
（作成注）地域とのつながりを創出する内容の提案があること（本事業を通じて、社会活動、災害時対応など様々な場面において、地域活動に連携又は貢献できる事項について提案すること）。十和田湖地域の課題は公募要領P13-14「③評価項目４「地域とのつながりに関する事項」の提案について」を参照（これらの課題対応以外の提案も可能）。
	





（※）Ａ４版１枚以内とする。

（４－２）自然環境保全等への貢献
（作成注）施設スタッフ等を地域の自然環境保全に資する活動（湖畔清掃活動や外来種駆除活動等）に参加させる提案があること。その他、本事業を通じて、地域の自然環境保全や公園利用環境の改善へ向けて地域と連携又は貢献できる事項について提案すること。
	





（※）Ａ４版１枚以内とする。（４－１）の内容と一括で提案することも可。



５　サステナビリティに関する事項

（作成注）以下（５－１）～（５－３）の内容については、公募要領P14「評価項目５「サステナビリティに関する事項」の提案について」を踏まえて提案すること。

（５－１）地産地消・調達に関すること
（作成注）地元産食材（青森県産又は秋田県産）の優先使用など地域事業者からの製品・サービス調達を行う提案があること。その他、本事業の実施に当たり、地産地消又は調達時における環境配慮の観点から、サステナビリティに貢献する内容について提案すること。
	




（※）Ａ４版１枚以内とする。

（５－２）省エネルギー・脱炭素に関すること
（作成注）本事業の実施に当たり、省エネルギー又は脱炭素の観点から、サステナビリティに貢献する内容について提案すること。
	




（※）Ａ４版１枚以内とする。

（５－３）廃棄物・水資源に関すること
（作成注）本事業の実施に当たり、廃棄物削減及び水資源保全（節水）の観点から、サステナビリティに貢献する内容の提案があること。
	




（※）Ａ４版１枚以内とする。




